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平成平成平成平成 20202020 年度分科会活動報告年度分科会活動報告年度分科会活動報告年度分科会活動報告    

 

企業幹事：田嶋 寿教（松尾産業） 

高専幹事：出来 恭一（電気工学科） 

 

 平成 19 年度では、分科会１，２を統合して、新しい分科会（新事業探索）が提案され、以下の

活動報告がなされました。（総会資料より） 

（（（（H19H19H19H19 年度反省点年度反省点年度反省点年度反省点））））    

 新事業探索（育成）の分科会活動の一環として、種々の特別講演，セミナーの開催など全体的に

は活発な活動が行われたが、自動車産業参入，医工連携の推進に直接的に関連するテーマは，光造

形に関する特別講演のみにとどまった感がある。自動車産業への参入障壁の閾値が高く，技術的な

課題以上に経営管理上での障壁の高さが問題との見方があることから、取り組み・関わり方が課題

であろう。 

・ 医工連携に関しては，大牟田市，帝京大，有明高専との連携協定が昨年度 3 月に締結され、大

牟田市が事務局となっている医工連携推進協議会が医工連携ものづくり研究所の設立準備を

進められている。その医工連携推進の一環としての介護福祉関連機器産業への参入は，自動車

産業に比べ小市場規模とは思われるが，今後の拡大が考えられる市場で，数多くの観点，アイ

デア，多様性が求められている分野と考えられる。その参入障壁の閾値は機器分類に依存する

と思われるが、参入の閾値が比較的高くない分野をターゲットとすることで，新事業の立ち上

げの可能性を秘めた分野であると思われる。地場企業の努力，技術者，研究者の支援が求めら

れている。    

・ 九州をシリコンアイランドと並んで、最近ではカーアイランドと呼ぶ人々も出てきている状況

ではあるが，一方で、LSI産業と製造・周辺技術がオーバーラップする太陽電池産業の躍進も

著しいことは周知のとおりであり、既に 20 社以上の太陽電池関連企業が立地して、新たな産

業の集積が広がりある状況であることから、もう一度シリコンアイランドの観点から考えた地

場産業振興、例えば，太陽電池システムを中心としたものづくり，FPD関連のものづくり支援

事業に関した研究は，対応可能な人材面も含め現実的なターゲットとして再考の価値があると

言えよう。    

 今年度はこのことを踏まえ，平成 20年度方針として，“医工連携（介護福祉関連機器，器具の開

発など），半導体関連製造、周辺産業に関わる新事業の探索”に重点を置くことを分科会活動の方向

性に据えることを念頭に，第一段階として，医工連携に特化した活動を行った． 

 医工連携に関しては，大牟田市，帝京大，有明高専との連携協定が H19 年度 3 月に締結され、

大牟田市が事務局となっている医工連携推進協議会が医工連携ものづくり研究所の設立準備を進

めている．このような状況の中，高専側では，複数の教職員が福祉機器開発に関連した研究テーマ

を産炭地振興の研究テーマや地場産業振興支援研究テーマとしてとりあげている．また，専攻科演

習授業科目において，本年度具体的テーマとして福祉機器開発を選定し，側面からの支援としてい

る．このような状況を踏まえ，以下に示す分科会講演会を実施した． 

 まず，本会会員企業の皆様には，大牟田市の医工連携の取り組みについての全体計画の導入的説

明が必要と考え，大牟田市総合政策課にお願いし解説して頂いた．また，高専側では，福祉機器の

開発に長年実践的に取り組んでこられた機械工学科堀田源治教授に“福祉工学と安全性について”と

題し，福祉機器開発を前提に，福祉工学の大局から要点まで全般にわたって解説をお願いした．さ

らに，医工連携の一貫として，有明高専専攻科生が，“創造設計特別演習”で取り組んだ福祉機器開

発の具体事例の紹介を行った（内容の概略は本資料後半に付加したパワーポイント資料を参照され

たい）． 
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平成平成平成平成 20202020 年度年度年度年度    産学連携交流事業産学連携交流事業産学連携交流事業産学連携交流事業    実施報告実施報告実施報告実施報告    

 

 地域企業および官公庁と有明工業高等専門学校との連携を図るため有明広域産業技術振興会が、

平成１７年度に組織され、地域企業と有明工業高等専門学校との技術的交流が図られてきた。昨年

度より、それまでの二つの分科会を改組し、より集中的に活動を行うべく一つの分科会に統合して、

平成 20年度においても、昨年度と同様の方針のもと以下の事業について実施致しました。 

 

1.1.1.1.技術分科会技術分科会技術分科会技術分科会のののの開催開催開催開催    

 平成 19年度事業，発展的に分科会を新産業探索と技術交流の強化を目的として平成 18年度の 2

つの分科会を合体した分科会【新事業探索】を踏襲して、会員企業間のアライアンス形成の可能性

も含めた新事業育成を視座とした分科会を目指すこととして、以下の事業を実施致しました。 

 

（1）有明広域産業技術振興会分科会 

【新事業探索】 

日 時：平成２０年１１月２６日（水）１６：３０ 

場 所：有明高専総合研究棟２階 

テーマ： 

近藤直史氏（大牟田市総合政策課） ：「大牟田市の医工連携への取り組み」 

堀田源治氏（機械工学科 教授） ：「福祉機器の開発」 

有明高専専攻科２年生（電気系） ：「低価格離床予知装置の開発」 

 「手の不自由な人のための TV、ビデオ用リモコン開発」 

 

2.2.2.2.ものづくりものづくりものづくりものづくり人材育成事業人材育成事業人材育成事業人材育成事業    

大牟田市パッケージング事業との共催で、「ものづくり人材育成事業―光造形技術者育成」を行った。 

 

 ものづくり人材育講座の開催 

○第 1回 

  平成 20年 10月～12月＜合計 11回＞ 

○第 2回 

  平成 21年 1月～3月＜合計 11回＞ 

    講座内容： 

1. ものづくりとは、光造形とは、 

2. 工作機械の概要 

3. 3次元ＣＡＤ実習 

4. 光造形システムとは 

5. 光造形システムを用いた実習 

 

（1）【ものづくり特別講演会】 

  日 時：平成 20年 12月 16日（火） 

  場 所：有明高専総合研究棟２階 
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  テーマ：「温故知新、近代産業遺産と未来有る資格：技術士」 

  講 師：社団法人 日本技術士会九州支部 北九州地区代表幹事  松原 好直氏 

 

（2）【ものづくり特別講演会】 

  日 時：平成 21年 3月 17日（火） 

  場 所：有明高専総合研究棟２階 

  テーマ：「国家プロジェクトでの基盤技術開発事例の紹介」 

  講 師：九州工業大学 工学研究院機械知能工学研究系  野田 尚昭教授 

 

3.3.3.3.地場産業振興支援研究事業地場産業振興支援研究事業地場産業振興支援研究事業地場産業振興支援研究事業    

 本年度も昨年度に引き続き、地場産業振興を最終目標として地場企業と高専教職員との連携によ

る研究，開発の促進を目的とする地場産業振興支援研究を継続支援することとし、本年度は更なる

促進を図るため 20万円から 30万円に増額し、研究費総額を 200万円と致しました。 

 今年度は，以下の 5件を採択助成しました．研究成果は，本会総会の後に発表して頂きます。 

  物質工学科 田中准教授 

   研究課題：「ゾル溶射による二酸化チタン光触媒皮膜の創製」 

  機械工学科 坪根准教授 

   研究課題：「螺旋推進水草回収処理機の新型螺旋推進機構の開発」 

  機械工学科 柳原准教授 

   研究課題：「燃料電池用電極材料の耐久性向上に関する研究」 

  物質工学科 藤本准教授 

   研究課題：「新規触媒を用いたトリクロロエチレンの分解条件の検討とキャラクタリゼーシ 

        ョン」 

  電子情報工学科 内海教授 

   研究課題：「老人完全介護システム用パルスオキシメータの開発」 

 

4.4.4.4.知財知財知財知財セミナーセミナーセミナーセミナー    

  日 時：平成 21年 2月 13日（金） 

  場 所：有明高専視聴覚室 

  テーマ：「日本の知的戦略」 

  講 師：大阪大学 客員教授 山本 秀策先生 

 

5.5.5.5.研究開発助成研究開発助成研究開発助成研究開発助成事業事業事業事業のののの斡旋導入斡旋導入斡旋導入斡旋導入    

 平成 20年度産炭地域振興基金研究開発事業に 3件採択され、継続研究を含めると次年度は 2件

となり、本開発事業は平成 21年度で終了となる。 

 

[[[[    むすびむすびむすびむすび    ]]]]    

 本年度も前述のように有明広域産業技術振興会の分科会の様々な活動が行われました。本振興会

企業の皆様のお役に立つことができたのではないかと思っております。 

 本年度の分科会活動は、医工連携推進の一環として介護福祉関連機器，器具の開発についての話
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題が中心となりました。また、昨年度に引き続き、産業創出としての大牟田市の地域再生計画「大

牟田新グランドデザイン」に関連した厚生省地域創造推進事業との連携による自動車産業等への参

入を目指すべく、最先端技術である光造形を理解する技術者を育成するため、「ものづくり人材育

成事業（最先端技術講座）」の共催を行いました。参加頂いた会員企業の技術者の方々からは、好

評を頂きました。今後もこのような活動を引き続き行いたく考えております。 

 医工連携に関しては，大牟田市，帝京大，有明高専との連携協定がＨ１９年度３月に締結され、

大牟田市が事務局となっている医工連携推進協議会が医工連携ものづくり研究所の設立準備を進

められ、本年度は研究所設立に向けての準備段階と位置付け、昨年度より取り組まれている研究事

業をもとに、本事業の最終目的である事業化の核となる企業を主体となる研究会として取り組むこ

ととなりました。この活動により今後の研究所設立への課題抽出ができ、より具体的な施策が検討

されることが期待されます。 

 さらに、昨年度より始めた地場産業振興支援研究事業は、有明高専のシーズ育成のために振興会

からの助成金および有明高専の外部獲得資金の一部からなる地場産業振興支援研究費の増額を図

るといともに採択件数を増やし、今年度は総額 200万円と 5件の研究テーマを採択しました。次年

度以降も本研究支援事業の充実がなされ、高専研究が活性化により会員企業へ多くのシーズがご提

供できるようになると考えています。 

 この 1年間、本振興会の分科会活動に多大なご協力を頂きまして有難う御座いました。今後も会

員企業への良い情報提供と高専による技術支援の進展が図れると思いますので、ご支援のほど、宜

しくお願い致します。 

 

 

 昨年度より取り組まれている研究事業をもとに、本事業の最終目的である事業化の核となる企業

を主体となる研究会として取り組むこととなった。研究会で取り組みして、ナースコール、握力計、

障害者自走車、離床予知ベッドの 4テーマについて地場企業と柱に、帝京大学、有明高専から構成

された各専門チームにより、活発な活動により今後の研究所設立への課題抽出ができ、より具体的

な施策が検討されることが期待されます。 

 このように、分科会の活動が、医工連携事業により産官学連携がより具体的に活動し始めてきて

いる現状があります。よって、次年度は、さらに展開を図るべく部門をより具体的な検討が必要な

時期に来ていると考えております。 
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２００８年度 

有明広域産業技術振興会 

分科会 

 

～講演～ 

 
 

１．大牟田市の医工連携への取り組みについて 

 

     発表者：近藤直史氏（大牟田市総合政策課） 

 

２．福祉機器の開発 

 

     発表者：堀田源治先生（有明高専 機械工学科） 

 

３．低価格離床予知装置の開発、手の不自由な人のためのＴＶ、 

    ビデオ用リモコン開発 

 

     発表者：平川君、竹下君、角田君、氷室君、古庄君 

         （有明高専 専攻科生） 
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有明広域産業技術振興会 
 

 有明広域産業技術振興会は、経済的に密接なつながりのある熊本

北部、福岡南部における産官と国立有明工業高等専門学校との交流

事業を実施し、有明広域圏の産学官の連携・協力の推進を図り、も

って地域産業の振興に寄与することを目的とします。 
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有明広域産業技術振興会規約                                     

 

    （名 称） 
第１条 この会は、有明広域産業技術振興会（以下「本会」という。）と称する。 
 

    （目 的） 
第２条 本会は、経済的に密接なつながりのある有明広域圏における産官と国立                                                                             
 有明工業高等専門学校（以下「有明高専」という。）との交流事業を実施し、                                                                                    
 有明広域圏の産学官の連携・協力の推進を図り、もって地域産業の振興に寄与                                                                                    
 することを目的とする。 
 

    （事 業） 
第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を行う。 
 （１）産学官の交流に関する事業 
 （２）技術相談、共同研究開発等の地域企業の技術振興に関する事業 
 （３）有明高専と地域企業等との交流に関する事業 
 （４）その他本会の目的達成に必要な事業 
 

    （組 織） 
第４条 本会は、本会の目的に賛同する者（以下「会員」という。）をもって組織 し、会員の種別は、
次の各号に掲げるとおりとする。 
 （１）一般会員 本会の目的に賛同する個人又は企業（法人であるものについて               
は、当該法人の代表者が推薦する者とする。） 
 （２）賛助会員  本会の目的に賛同する行政機関、団体等 
 （３）特別会員 前２号のほか、本会の運営上特に必要と認められる団体又は                                                                 
        個人（学識経験者等） 
 

 （役 員） 
第５条 本会に次の各号に掲げる役員を置く。 
 （１）会 長      １人 
 （２）副会長  ２人以内 
 （３）理 事     若干人 
 （４）監 事       ２人 
 

    （役員の選任及び任期） 
第６条 理事は、総会において会員の中から選任する。 
２ 会長及び副会長は、理事の互選により選任する。 
３ 監事は、会員の中から会長が委嘱する。 
４ 役員の任期は、２年以内とし、再任を妨げない。なお、任期満了後であっても 
 後任者が就任するまでの間は、引き続きその職務を行うものとする。 
５ 役員に欠員が生じた場合における後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 
 

    （役員の職務） 
第７条 会長は、本会を代表し、会務を総理する。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を 代行する。 
３ 理事は、必要に応じて会務を分担する。 
４ 監事は、会計事務を監査する。 
 

    （顧 問） 
第８条 本会に、顧問若干人を置くことができる。 
２ 顧問は、役員会の承認を得て会長が委嘱する。 
３ 顧問は、必要に応じて本会の運営状況について報告を受けるとともに、会長の 諮問に応じる。 
４ 顧問は、総会及び役員会に出席して意見を述べることができる。 
 

 （会 議） 
第９条 本会の会議は、総会及び役員会とする。但し、円滑な事業運営等に必要な 詳細な事項につい
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ては、会長が企画運営部会に諮り決めるものとする。 
２ 総会及び役員会は、会長が召集し、その議長となる。 
 

    （総 会） 
第１０条 総会は、会員をもって構成し、通常総会及び臨時総会とする。 
２ 通常総会は年１回、臨時総会は会長が必要があると認めるときに、これを開催 する。 
３ 総会は、次の各号に掲げる事項について審議し、決定する 
 （１）本会の事業計画及び予算 
 （２）本会の事業報告及び決算 
 （３）規約の制定及び改廃 
 （４）その他本会の事業の推進、運営等に関する重要な事項 
 

    （役員会） 
第１１条 役員会は、役員をもって構成し、会長が必要があると認めるときに開催 
 する。 
２ 役員会は、次の各号に掲げる事項について審議し、決定する。 
 （１）本会の事業の企画運営に関する事項 
 （２）その他本会の運営に関し、必要と認められる基本的な事項 
３ 会長は、必要に応じて役員以外の者の出席を求めることができる。 
 

 （企画運営部会） 
第１２条 会長は、第３条の事業達成を図り円滑な事業運営を行うため、必要と                                                                          
 認めるときは、企画運営部会を置くことができる。 
２ 部会長及び部会員は、会員の中から会長が指名し、次の各号に掲げる事項に                                                                                 
 ついて審議し、決定する。 
  （１）本会の円滑な事業運営に関し、必要と認められる具体的、実践的な事項 
 （２）その他本会の企画運営に関し、必要と認められる具体的な事項 
 

 （会 費） 
第１３条 一般会員の年会費は、１口１万円とし、２口以上とする。 
２ 賛助会員の年賛助会費は、１口１万円とし、１口以上とする。 
３ 特別会員は、会費等の負担義務がないものとする。 
４ 事業年度中途の入会の場合は１年分の会費を納入するものとし、退会による                                                                                 
 既納の会費は払い戻さないものとする。 
 

 （経 費） 
第１４条 本会の経費は、会費、賛助会費、寄付金その他の収入をもって充てる。 
２ 事業に伴う臨時経費は、必要に応じて別途徴収することができる。 
 

 （事業年度） 
第１５条 本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わるもの とする。 
 

    （事務局） 
第１６条 本会の事務局は、大牟田市産業活性化推進協議会事務局内に置く。 
 

    （連絡所） 
第１７条 有明高専と事務局との連絡を密にするため、有明高専内に連絡所を置く。 
 

    （補 足） 
第１８条 この規約に定めるもののほか、本会の運営等に関し必要な事項は、会長 が定める。 
        付 則 
１ この規約は、平成１１年７月１５日から施行する。 
２ 本会の設立初年度の事業年度は、第１５条の規定にかかわらず、設立の日から 平成１２年３月３
１日までとする。 
        付 則 
１ この規約は、平成１９年６月７日から施行する。 
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役員名簿 

 

役  員 企 業 名 役 職 名 委 員 名 

顧 問 有明工業高等専門学校 学校長 立居場 光 生 

会 長 信号電材(株) 取締役会長 糸 永 一 平 

副会長 
(有)旭製作所 代表取締役社長 池 田 靖 之 

吉野電子工業(株) 代表取締役会長 古 賀 義 文 

理 事 

（株）旭精機 社長室次長 佐々木   徹 

九州エレクトロン（株） 代表取締役 本 木 兼 人 

九州三井アルミニウム工業(株) 取締役管理本部長 大 藪 隆 幸 

興亜建設工業（株） 大牟田支店長 光 橋 和 男 

（株）テノックス九州 環境事業部長 増 田 好 重 

松尾産業（株） 代表取締役社長 渋 谷 二三夫 

室町ケミカル（株） 専務取締役 岩 下 定 一 

監 事 
（株）三井三池製作所九州事業所 技術開発部 吉 海 寛 人 

荒尾商工会議所 専務理事 坂 本 虎 司 

 

 

一般会員 

 

区  域 企  業  名 委 員 名 事 業 内 容 

南関町 
(株)エム･ディ･エンジニアリング 

代表取締役 
プレス金型、治工具設計・制作 

松原 智浩 

吉野電子工業(株) 
代表取締役会長 

精密機器装置製造業（大型） 
古賀 義文 

冨士ダイス（株） 
生産技術部主査 

耐磨工具製造販売 
戸上 暢啓 

（株）丸美屋 
工場長 

食品製造業 
米澤 健志 

（株）三ツ矢エンジニアリング 
専務取締役 

金属加工、機械製造業 
光野公王 

長洲町 
興亜建設工業(株) 

大牟田支店長 
建設業 

光橋 和男 

植木町 

 
（株）九州ノゲデン 

取締役工場長 
電気機械器具製造業 

峯  隆邦 

荒尾市 
(有)旭製作所 

代表取締役社長 
理化学用硝子製造業 

池田 靖之 

第一製網（株） 
研究開発部長 海苔養殖資材、産業用ネット等

の製造販売 高本 裕昭 
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みやま市 
匠電気管理事務所 

所長 
電気保安管理業務 

久保田 匠 

荒木製蝋合資会社 
代表 

木蝋製造業 
荒木 真治 

柳川市 
九州エレクトロン（株） 

代表取締役 電子機械器具製造メンテナンス

業 本木 兼人 

大牟田市 
オーム乳業(株) 

開発統括室長 
食料品製造業 

中山 昭洋 

室町ケミカル(株) 
専務取締役 

化学工業 
岩下 定一 

三作合成ゴム(株) 
取締役工場長 

ゴム製品製造業 
津留 和己 

(株)九州パッキング製作所 
代表取締役 

ゴム製品製造業 
兼行 新平 

有明マテリアル(株)大牟田プレシ

ジョン 

常務取締役所長 
窯業・土石製品製造業 

浜崎 俊夫 

九州セラミックス工業(株) 
製造室室長代理 

窯業・土石製品製造業 
川尻 哲郎 

九州三井アルミニウム工業(株) 
取締役管理本部長 

非鉄金属製造業 
大藪 隆幸 

(株)アルム 
取締役アルミ繊維事業部長 

非鉄金属製造業 
横山 義明 

(株)三井三池製作所九州事業所 
技術開発部 

一般機械器具製造業 
吉海 寛人 

(株)旭精機 
社長室次長 

一般機械器具製造業 
佐々木 徹 

(株)サン有明電気 
取締役技術本部長 

電気機械器具製造業 
熊丸 哲郎 

信号電材(株) 
取締役会長 

電気機械器具製造業 
糸永 一平 

松尾産業(株) 
代表取締役社長 

電気機械器具製造業 
渋谷 二三夫 

エスジーケミカル（株） 
製造部長 

ガス、船舶用塗料原料製造業 
本田  守 

有明機械(株) 
常務取締役 

一般機械器具製造業 
古谷 誠二 

（株）有明ねっとこむ 
企画部長 

情報提供サービス業 
作本 憲行 

（株）テノックス九州 環境事業部長 地盤改良地盤掘削用機材 
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増田 好重 

（有）守田食品 
代表取締役 

食料品製造業 
守田 耕造 

（株）マシンプランニング 
代表取締役 

一般産業機械設計・製作業 
森田 博史 

（有）日生工業 
代表取締役 機械製作、電気及び電気通信工

事 荒木 龍一 

（有）龍進工業 
代表取締役 

土木建設業 
小山 公政 

（株）オーリング 
代表 廃棄物の収集、処理業、環境開

発業務 壇 恵二郎 

近鉄エンジニアリング（株） 
取締役技術部長 

機械設計 
高野 泰生 

（株）ネットワークサービス 
経営戦略企画室長 

情報・通信サービス業 
植木 正彦 

（株）ランド・クリエイティブ 
代表取締役 

機械器具製造業・環境事業 
生田 静夫 

 

賛助会員 

 

団 体 名 代表者名 所 在 地 役 職 名 委 員 名 

南 関 町 上 田 数 吉 関町 1316 経済課長 倉 岡 正 敏 

南関町商工会 田 口   浩 関町 1373 事務局長 角     真 

長洲町商工会 大 﨑 正 志 長洲 2168-2 事務局長 土 山 一 雄 

荒 尾 市 前 畑 淳 治 宮内出目 390 
建設経済部次長 

兼 商工観光課長 
柏 井 澄 人 

荒尾商工会議所 那 須 良 介 大正町 1-4-5 専務理事 坂 本 虎 司 

みやま市 西 原   親 
みやま市瀬高町小

川 5 
環境経済部長 今 福 潮 己 

みやま市商工会  吉 原 秀 夫 
みやま市瀬高町大

字下庄 2208-1 
  

大牟田市 古 賀 道 雄 有明町 2-3 産業振興担当部長 村 上 義 弘 

大牟田商工会議所 板 床 定 男 有明町 1-1-22 中小企業相談所長 河 村 公 彦 

 

特別会員 

 

団  体  名 代 表 者 名 所  在  地 

有明工業高等専門学校 立居場 光生 大牟田市東萩尾町 150 
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事務局 

 

大牟田市産業活性化推進協議会事務局 

連絡先 
大牟田市産業経済部産業振興課 ０９４４－４１－２７２４ 

大牟田商工会議所商工経済課 ０９４４－５５－１１１１ 

    

    


